















































一方，WLB に関する EU 労働時間指令は，
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めの地域同盟」を結成した。2010 年 9 月時点，



































































































































































の 3 分の 2 は，最長 1 年以内に残高を清算しな
ければいけない」とした規定を設けているか
ら，期間内には消化ができにくいことである。



























































































1999 年 7 月の憲法改正，その第 3 条 5 項に
「法律は，選挙によって選出される議員職と公
職への女性と男性の平等な選出数を促進する」





















































































した 1936 年 6 月には，2 週間の有給休暇が労
働者の権利，雇用者の義務として確定してい
る。その後の改正を経て，1981 年ミッテラン































いい，それには男女とも 1 ～ 3 年休職可能な
育児親休業 35）を基本に出産休業，病児看護休




得できるため，父親のうち 3 分の 2 が取得して




























約として週 35 時間制を掲げ，1998 年，オブリ

























































日本は 1,733 時間 46）である。
このようにフランスでの労働時間は，1981
年ミッテラン大統領就任以来，政権交代を経な




















































































































































































































の WLB 施策は，1979 年に定められた「8 歳以
下の子どもを持つ両親は一日の労働時間を 8 時























て 6 ヵ月から 1995 年育児休業制度により最大
16 ヵ月（480 日）まで延長されている 56）。そ
の内訳は以下のとおりである。





ぞれ 135 日計 270 日割り当てられている。残り
の 90 日は，1 日につき 60SEK が支給される。





をとった際に支給される。2002 年から 1 日
























































































































られた。当該組織は，1965 年 12 月人種差別撤
廃条約（1969 年発効，日本は 1995 年加入）及































































































































び産後 6 週間の合計 9 週間が母親に，そして，












率が 1993 年まで 5％未満であったものが，パ
パ・クオータ導入直後の 1994 年には 42％に急




















































































月に全面的に改正され，2006 年 6 月に他の諸指
令とともに統合指令の一部となった。濱口桂一
郎「EU 指令に見る男女均等の展開」（『世界の
労働』2009 年 11 月号）



































12） 2000 年の EU 指令「雇用及び職業における均等
扱いのための一般的枠組みの設立に関する枠組






































































平等政治参画―パリテに関する 2007 年 1 月 31






























よる賃金補助が支給される。第 1 子には 6 ヵ月
間，第 2 子以降については 3 歳になるまで，休
業あるいは勤務時間短縮の度合いに応じて就業




6 万 7 千円〕，勤務時間を 50％以下に短縮した場
合，月 381.42 ユーロ〔約 5 万 1 千円〕，勤務時
間を 50 ～ 80％に短縮した場合，月 288.43 ユー
ロ〔約 3 万 9 千円〕年）。
36） 1 回の休暇期間は，最長 4 ヵ月であり，2 回更新
できる。子どもに付き添うための手当として，




（『レファレンス』平成 19 年 11 月号）。





で，2005 年から 2007 年まで首相を務める。
40） 第 3 子の誕生以降について 3 年間の育児休業を
1 年にした場合，育児休業手当を 4 割増強する




会保障法学会理事長 François Gaudu の研究発表
（2010 年 7 月）。


















47） IMF「Can Women Save Japan?」（2012 年）。













50） その後，1990 年に合計特殊出生率は 2.14 まで回
復したもののふたたび減少傾向に入り，1999 年
過去最低の 1.50 にまで低下したが，出産・子育


















2011 年 3 月）pp.48-49。












63） 衆憲資第 42 号「人権擁護委員会その他の準司法
機関・オンブズマン制度に関する基礎的資料」
（平成 16 年 3 月）。
64） 財団法人 とよなか男女共同参画推進財団がベ
リット・オースを招聘し，2003 年 5 月 17 日（土）
















経 済・ 政 策 レ ポ ー ト「Business & Economic 
Review 2003 年 06 月号 OPINION」）。







70） 世界保健機関（WHO）「World Health Statistics 
2010（世界保健統計）」。
71） 法相の育休取得期間は，2011 年 1 月 1 日から 3
月 31 日までの 3 ヵ月，児童相のそれは，同年
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